
笠岡市地域防災計画（風水害対策編）新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

1

17 下 4

第１章 総則

第６節 笠岡市の防災環境

２ 社会的条件

（１）人口

（略）令和４年 10 月 31 日現在 45,702 人となっている。

第１章 総則

第６節 笠岡市の防災環境

２ 社会的条件

（１）人口

（略）令和５年 10 月 31 日現在 44,943 人となっている。

時点修正

31
12

18

22

第２章 災害予防計画

第１節 防災教育訓練計画

第１項 市民に対する防災意識普及計画

２ 対策

（３）ボランティア活動のための環境整備

（略）

エ 県及び市は，防災ボランティアの活動環境として，

行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し，平常

時の登録，防災ボランティア活動や避難所運営等に関

する研修や訓練の制度，（略）

オ 社会福祉協議会，ＮＰＯ等関係機関との間で，被災

家屋からの災害廃棄物，がれき，土砂の撤去等に係る

連絡体制を構築するものとし，（略）

（新設）

第２章 災害予防計画

第１節 防災教育訓練計画

第１項 市民に対する防災意識普及計画

２ 対策

（３）ボランティア活動のための環境整備

（略）

エ 県及び市は，防災ボランティアの活動環境として，

行政，災害中間支援組織，ＮＰＯ及びボランティア等

で連携し，平常時の登録，防災ボランティア活動や避

難所運営等に関する研修や訓練の制度，（略）

オ 社会福祉協議会，災害中間支援組織等関係機関との

間で，被災家屋からの災害廃棄物，がれき，土砂の撤

去等に係る連絡体制を構築するものとし，（略）

カ 市は，災害発生時における官民連携体制の強化を図

表現の適

正化

及び

県防災計

画に整合
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るため，市防災計画等において，災害ボランティアセ

ンターを運営する社会福祉協議会との役割分担等を

定めるように努める。特に災害ボランティアセンター

の設置予定場所については，市防災計画に明記する，

相互に協定を締結する等により，あらかじめ明確化し

ておくよう努める。

37 表中

第４項 自主防災組織育成計画

２ 対策

（１）組織の育成

自主防災組織等一覧表

第４項 自主防災組織育成計画

２ 対策

（１）組織の育成

自主防災組織等一覧表

時点修正

区分

名称
組織数 会員数 備考

婦人防火クラブ 50 4,012 人
令和４年 10 月

31 日現在

地区自主防災会 112 22,048 世帯
令和４年 10 月

31 日現在

区分

名称
組織数 会員数 備考

婦人防火クラブ 50 3,619 人
令和５年 10 月

31 日現在

地区自主防災会 112 21,920 世帯
令和５年 10 月

31 日現在
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55

17

25

下 1

第３節 各種災害予防計画

第６項 土砂災害予防計画等

２ 対策

（１）土砂災害警戒避難体制の整備

イ 避難指示等発令基準

高齢者等避難（災害時要配慮者避難）

１ 大雨警報（土砂災害）が発表され，かつ，岡

山県土砂災害危険度情報の危険度が「土砂災害

に警戒」（警戒レベル３）になり，さらに降雨

が継続する見込みである場合

（略）

避難指示

１ 土砂災害警戒情報が発表された場合，また

は，岡山県土砂災害危険度情報の危険度が「非

常に危険」（警戒レベル４）になり，さらに降

雨が継続する見込みである場合

（略）

ウ

（ア）土砂災害警戒区域等の指定

知事は，土砂災害警戒区域等における土砂災害防

第３節 各種災害予防計画

第６項 土砂災害予防計画等

２ 対策

（１）土砂災害警戒避難体制の整備

イ 避難指示等発令基準

高齢者等避難（災害時要配慮者避難）

１ 大雨警報（土砂災害）が発表され，かつ，岡

山県土砂災害危険度情報の危険度が「土砂災害

に警戒」【警戒レベル３相当】になり，さらに

降雨が継続する見込みである場合

（略）

避難指示

１ 土砂災害警戒情報が発表された場合，また

は，岡山県土砂災害危険度情報の危険度が「非

常に危険」【警戒レベル４相当】になり，さら

に降雨が継続する見込みである場合

（略）

ウ

（ア）土砂災害警戒区域等の指定

県は，土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

岡山地方

気象台か

らの修正

意見
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止対策の推進に関する法律（以下「土砂災害防止法」

という。）に基づき，基礎調査を実施し，土砂災害

警戒区域等を指定する。

対策の推進に関する法律（以下「土砂災害防止法」

という。）に基づき，基礎調査を実施し，土砂災害

警戒区域等を指定する。

56

9

下 11

（イ）土砂災害警戒区域における避難体制の整備

（略）

③ 土砂災害発生時の情報収集及び伝達

（略）

（ウ）警戒避難体制の支援

① 土砂災害警戒情報

大雨警報（土砂災害）発表中に大雨により土

砂災害発生の危険度がさらに高まったときは，

市長が避難指示等を発令する際の判断や住民

の自主避難を支援するため，岡山県と岡山地方

気象台は厳重な警戒を呼びかける必要性を協

議のうえ，共同で土砂災害警戒情報を発表し，

市長等に通知及び一般へ周知するとともに，避

難指示等の発令対象地域を特定するための参

考情報として，岡山県土砂災害危険度情報を提

供する。

（イ）土砂災害警戒区域における避難体制の整備

（略）

③ 避難場所及び避難経路

（略）

（ウ）警戒避難体制の支援

① 土砂災害警戒情報

大雨警報（土砂災害）発表後，命に危険を及

ぼす土砂災害がいつ発生してもおかしくない

状況となったときに，市長の避難指示の発令判

断や住民の自主避難の判断を支援するため，岡

山県と岡山地方気象台は厳重な警戒を呼びか

ける必要性を協議の上，共同で土砂災害警戒情

報を発表し，市長等に通知及び一般へ周知す

る。

岡山地方

気象台か

らの修正

意見
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下 5

② 岡山県土砂災害危険度情報

土砂災害警戒情報を補足する情報として，地

域の詳細な土砂災害発生の危険度を知らせる

システムで，市町村長による避難指示等の判断

や，住民の自主避難に役立てることを目的に発

表する。

② 岡山県土砂災害危険度情報

県は，土砂災害警戒情報を補足する情報とし

て，地域の詳細な土砂災害発生の危険度を知ら

せるシステムで，市長による避難指示の判断

や，住民の自主避難に役立てることを目的に提

供する。

57 下 1

（６）盛土による災害防止対策

県及び市は，崩落の危険がある盛土を発見した場合

は，各法令に基づき，速やかに撤去命令等の是正措置

を行う。（略）

（６）盛土による災害防止対策

県及び市は，崩落の危険がある盛土を発見した場合

は，宅地造成及び特定盛土等規制法などの各法令に基

づき，速やかに撤去命令等の是正指導を行う。（略）

県からの

修正意見

「宅地造

成及び特

定盛土等

規制法施

行」に伴う

修正



笠岡市地域防災計画（風水害対策編）新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

6

67

18

20

下 11

第４節 要配慮者等の安全確保計画

２ 対策

（１）要配慮者等の把握，避難行動要支援者名簿及び個別

避難計画の作成

ウ （略）

市は，市防災計画に基づき，防災担当部局や福祉担

当部局など関係部局の連携の下，福祉専門職，社会福

祉協議会，自主防災組織，民生委員，地域住民等の避

難支援等に携わる関係者と連携して，名簿情報に係る

避難行動要支援者ごとに，作成の同意を得て，個別避

難計画を作成するよう努める。（略）

避難行動要支援者を避難場所から指定避難所，ある

いは一般の指定避難所から福祉避難所へ円滑に移送

するため，（略）

第４節 要配慮者等の安全確保計画

２ 対策

（１）要配慮者等の把握，避難行動要支援者名簿及び個別

避難計画の作成

ウ （略）

市は，市防災計画に基づき，防災担当部局や福祉担

当部局など関係部局の連携の下，福祉専門職，社会福

祉協議会，自主防災組織，民生委員，地域住民，ＮＰ

Ｏ等の避難支援等に携わる関係者と連携して，名簿情

報に係る避難行動要支援者ごとに，作成の同意を得

て，個別避難計画を作成するよう努める。この場合，

例えば積雪寒冷地における積雪や凍結といった地域

特有の課題に留意する。（略）

市は，被災者支援業務の迅速化・効率化のため，避

難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等にデ

ジタル技術を活用するよう積極的に検討する。

また，避難行動要支援者を避難場所から指定避難

所，あるいは一般の指定避難所から福祉避難所へ円滑

に移送するため，（略）

県防災計

画に整合
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68 10

オ 市は，市防災計画に定めるところより，避難支援等に

携わる関係者に対して，避難行動要支援者本人の同意，

または，市の条例の定めがある場合には，あらかじめ避

難行動要支援者名簿を提供するとともに，多様な主体の

協力を得ながら，避難行動要支援者に対する情報伝達体

制の整備，避難支援・安否確認体制の整備，避難訓練の

実施等を一層図る。

オ 市は，市防災計画に定めるところにより，避難支援等

に携わる関係者に対して，避難行動要支援者本人の同

意，または，市の条例の定めがある場合には，あらかじ

め避難行動要支援者名簿を提供するとともに，個別避難

計画の実効性を確保する観点等から，多様な主体の協力

を得ながら，避難行動要支援者に対する情報伝達体制の

整備，避難支援・安否確認体制の整備，避難訓練の実施

等を一層図る。

県防災計

画に整合

73

10

14

第５節 防災対策の整備・推進計画

第２項 被災者等への的確な情報伝達活動

２ 体制整備

市は，市町村防災行政無線の整備や，ＩＰ通信網，ケー

ブルテレビ網等の活用を図り，（略）

市は，報道機関及びポータルサイト・サーバー運営業者

の協力を得て，携帯端末の緊急速報メール機能，ソーシャ

ルメディア，ワンセグ放送等の活用や，Ｌアラート（災害

情報共有システム）を通じた情報発信による警報等の伝達

手段の多重化・多様化に努める。また，要配慮者，災害に

より孤立化する危険のある地域の被災者，在宅での避難

者，（略）

第５節 防災対策の整備・推進計画

第２項 被災者等への的確な情報伝達活動

２ 体制整備

市は，市町村防災行政無線（戸別受信機を含む。）の整

備や，ＩＰ通信網，ケーブルテレビ網等の活用を図り，（略）

市は，報道機関及びポータルサイト・サーバー運営業者

の協力を得て，携帯端末の緊急速報メール機能，ソーシャ

ルメディア，ワンセグ放送等の活用や，Ｌアラート（災害

情報共有システム）を通じた情報発信による警報等の伝達

手段の多重化・多様化に努める。

市は，要配慮者，災害により孤立化する危険のある地域

の被災者，在宅での避難者，（略）

表現の適

正化

及び

県防災計

画に整合
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8

19

（新設） 市は，障害の種類及び程度に応じて，障害者が，防災・

防犯情報の取得や円滑な意思疎通による緊急の通報を迅

速・確実に行うことができるようにするため，体制の整備

充実，設備又は機器の設置の推進，多様な手段による緊急

の通報の仕組みの整備の推進，その他の必要な施策を講ず

る。

75 下 2

第３項 応急体制の整備関係

２ 対策

（２）防災関係機関相互の連携体制

（新設）

第３項 応急体制の整備関係

２ 対策

（２）防災関係機関相互の連携体制

シ 県及び市は，平常時から，被災者支援の仕組みを担当

する部局を明確化し，地域の実情に応じ，災害ケースマ

ネジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握した上で

関係者が連携して，被災者に対するきめ細やかな支援を

継続的に実施する取組）などの被災者支援の仕組みの整

備等に努める。

ス 県は，死者及び行方不明者についても，氏名等の公表

に備え，市と連携の上，あらかじめ一連の手続き等につ

いて整理し，明確にしておくよう努める。

県防災計

画に整合

及び

「死者，行

方不明者

の氏名等

公表のた

めの手続

きの整

理・明確

化」につい

て追記
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76 20

（新設） 第４項 公共用地等の有効活用

１ 基本方針

県及び市は，避難場所，避難施設，備蓄など，防災に

関する諸活動の推進に当たり，公共用地・国有財産の有

効活用を図る。

２ 対策

県及び市は，所有者不明土地を活用した防災空地，備

蓄倉庫等の整備，災害発生のおそれのある所有者不明土

地の管理不全状態の解消等，所有者不明土地の利用の円

滑化等に関する特別措置法に基づく措置を活用した防

災対策を推進する。

県防災計

画に整合

81 表中

第３章 災害応急対策計画

第１節 組織計画

第１項 笠岡市防災組織計画

２ 対策

（２）配備の基準

体制 本庁機関

警戒体制 政策部 （新設）

健康福祉部 病院建設推進室

第３章 災害応急対策計画

第１節 組織計画

第１項 笠岡市防災組織計画

２ 対策

（２）配備の基準

体制 本庁機関

警戒体制 政策部 デジタル推進課

健康福祉部 （削除）

組織改編

に伴う修

正
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86

下 10

下 7

下 4

下 2

第２節 災害情報通信計画

第１項 予報及び警報等の種別

２ 対策

（１）気象注意報

強風，大雨，高潮，波浪，洪水等が原因で災害が起

こるおそれが予想されるとき，岡山地方気象台が注意

を呼びかけるため発表するものである。

（略）高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に

相当。

（２）気象警報

暴風，大雨，高潮，波浪，洪水等が原因で重大な災

害が起こるおそれがあると予想されるとき，岡山地方

気象台が警戒を呼びかけるため発表するものである。

高潮警報は避難が必要とされる警戒レベル４に相

当。大雨警報（土砂災害）及び洪水警報は，高齢者等

の避難が必要とされる警戒レベル３に相当。

第２節 災害情報通信計画

第１項 予報及び警報等の種別

２ 対策

（１）気象注意報

大雨，洪水，大雪，強風，風雪，波浪，高潮等によ

り，災害が発生するおそれがあるときに，岡山地方気

象台がその旨を注意して行う予報である。

（略）高齢者等は危険な場所からの避難が必要とさ

れる警戒レベル３に相当。

（２）気象警報

大雨，洪水，大雪，暴風，暴風雪，波浪，高潮によ

り，重大な災害が発生するおそれがあるときに，岡山

地方気象台がその旨を警告して行う予報である。

高潮警報は危険な場所からの避難が必要とされる

警戒レベル４に相当。大雨警報（土砂災害）及び洪水

警報は，高齢者等は危険な場所からの避難が必要とさ

れる警戒レベル３に相当。

岡山地方

気象台か

らの修正

意見

87 2

（３）特別警報

暴風，大雨，高潮，波浪等が原因で重大な災害の危険

性が著しく高まっている場合，岡山地方気象台が最大限

（３）特別警報

大雨，大雪，暴風，暴風雪，波浪，高潮が特に異常で

あるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きい

岡山地方

気象台か
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8

12

の警戒を呼びかけるため発表するものである。

大雨特別警報は何らかの災害がすでに発生してい

る可能性が極めて高く，命を守るための最善の行動を

とる必要があることを示す警戒レベル５に相当。高潮

特別警報は避難が必要とされる警戒レベル４に相当。

（４）気象情報

気象の予報等について，警報・注意報に先立って注

意を喚起する場合や，警報・注意報が発表された後の

内容を補完して，現象の経過や予想，防災上の注意を

解説する場合等に発表する。

（５）記録的短時間大雨情報

大雨警報発表中の二次細分区域において，キキクル

の「危険」（紫）が出現し，かつ数年に一度程度しか

発生しないような猛烈な雨（１時間降水量）が観測(地

上の雨量計による観測)又は解析(気象レーダーと地

上の雨量計を組み合わせた分析)されたときに気象庁

から発表される。

（６）竜巻注意情報

ときに，岡山地方気象台がその旨を警告して行う予報で

ある。

大雨特別警報は災害が発生又は切迫している状況

であり，命の危険が迫っているため直ちに身の安全を

確保する必要があることを示す警戒レベル５に相当。

高潮特別警報は危険な場所からの避難が必要とされ

る警戒レベル４に相当。

（４）気象情報

気象の予報等について，特別警報・警報・注意報に

先立って注意を喚起する場合や，特別警報・警報・注

意報が発表された後の経過や予想，防災上の留意点が

解説される場合等に発表される。

（５）記録的短時間大雨情報

大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しない

ような猛烈な雨（1 時間降水量）が観測（地上の雨量

計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量

計を組み合わせた分析）され，かつ，キキクル（危険

度分布）の「危険」（紫）が出現している場合に気象

庁から発表される。

（６）竜巻注意情報

らの修正

意見
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下 3

積乱雲の下で発生する竜巻，ダウンバースト等によ

る激しい突風に対して注意を呼びかける情報で，雷注

意報が発表されている状況下において竜巻等の激し

い突風の発生する可能性が高まった時に，一次細分区

域単位で発表する。この情報の有効期間は，発表から

概ね１時間である。

積乱雲の下で発生する竜巻，ダウンバースト等によ

る激しい突風に対して注意を呼びかける情報で，竜巻

等の激しい突風の発生しやすい気象状況になってい

るときに，天気予報の対象地域と同じ発表単位（県南

部，北部）で気象庁から発表される。なお，実際に危

険度が高まっている場所は竜巻発生確度ナウキャス

トで確認することができる。また，竜巻の目撃情報が

得られた場合には，目撃情報があった地域を示し，そ

の周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそ

れが非常に高まっている旨を付加した情報が天気予

報の対象地域と同じ発表単位で発表される。この情報

の有効期間は，発表から概ね１時間である。

88 1 （７）大雨・洪水警報の危険度分布等 （７）キキクル（大雨・洪水警報の危険度分布）等

岡山地方

気象台か

らの修正

意見

88 表中

土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を，地

図上で１km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す

情報。２時間先までの雨量分布及び土壌雨量指数の予測を

用いて常時 10 分ごとに更新しており，大雨警報（土砂災

害）や土砂災害警戒情報等が発表されたときに，どこで危

険度が高まるかを面的に確認することができる。

土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を，地

図上で１km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す

情報。２時間先までの雨量分布及び土壌雨量指数の予測を

用いて常時 10 分ごとに更新しており，大雨警報（土砂災

害）や土砂災害警戒情報等が発表されたときに，危険度が

高まっている場所を面的に確認することができる。
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・「危険」(紫)，「極めて危険」(濃い紫)：避難が必要とさ

れる警戒レベル４に相当。

・「警戒」（赤）：高齢者等の避難が必要とされる警戒レベ

ル３に相当。

・「注意」（黄）：避難に備えハザードマップ等により災害

リスク等を再確認するなど，自らの避難行動の確認が必要

とされる警戒レベル２に相当。

※「切迫」（黒）：警戒レベル５「緊急安全確保」の発令対

象区域の絞り込みに活用

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必

要とされる警戒レベル５に相当。

・「危険」(紫)：危険な場所からの避難が必要とされる警

戒レベル４に相当。

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要

とされる警戒レベル３に相当。

・「注意」（黄）：ハザードマップ等による災害リスクの再

確認等，避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる

警戒レベル２に相当。
岡山地方

気象台か

らの修正

意見

88 表中

浸水キキクル（大雨警報（浸水害）の危険度分布）

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測

を，地図上で１km 四方の領域ごとに５段階に色分けして

示す情報。１時間先までの表面雨量指数の予測を用いて常

時 10 分ごとに更新しており，大雨警報（浸水害）等が発

表されたときに，どこで危険度が高まるかを面的に確認す

ることができる。

浸水キキクル（大雨警報（浸水害）の危険度分布）

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測

を，地図上で１km 四方の領域ごとに５段階に色分けして

示す情報。１時間先までの表面雨量指数の予測を用いて常

時 10 分ごとに更新しており，大雨警報（浸水害）等が発

表されたときに，危険度が高まっている場所を面的に確認

することができる。

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必

要とされる警戒レベル５に相当。
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・「危険」(紫)：危険な場所からの避難が必要とされる警

戒レベル４に相当。

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要

とされる警戒レベル３に相当。

・「注意」（黄）：ハザードマップ等による災害リスクの再

確認等，避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる

警戒レベル２に相当。

岡山地方

気象台か

らの修正

意見

88 表中

洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）

水位周知河川及びその他河川の各河川を対象として，上

流域での降雨によって，下流の対象地点の洪水危険度がど

れだけ高まるかを示した情報。６時間先までの雨量分布の

予測（降水短時間予報等）を取り込んで，流域に降った雨

が河川に集まり流れ下る量を計算して指数化した「流域雨

量指数」について，洪水警報等の基準への到達状況に応じ

て危険度を色分けし時系列で表示したものを，常時 10 分

ごとに更新している。

洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周

知河川及びその他河川の洪水害発生の危険度の高まりの

予測を，地図上で河川流路を概ね１km ごとに５段階に色

分けして示す情報。３時間先までの流域雨量指数の予測を

用いて常時 10 分ごとに更新しており，洪水警報等が発表

されたときに，危険度が高まっている場所を面的に確認す

ることができる。

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必

要とされる警戒レベル５に相当。

・「危険」(紫)：危険な場所からの避難が必要とされる警



笠岡市地域防災計画（風水害対策編）新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

15

戒レベル４に相当。

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要

とされる警戒レベル３に相当。

・「注意」（黄）：ハザードマップ等による災害リスクの再

確認等，避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる

警戒レベル２に相当。

岡山地方

気象台か

らの修正

意見

88 表中

（表に新設） 種類

流域雨量指数の予測値

概要

各河川の，上流域での降雨による，下流の対象地点の洪

水危険度（大河川については支川氾濫や下水道の氾濫の危

険度）の高まりの予測を，洪水警報等の基準への到達状況

に応じて危険度を色分けした時系列で示す情報。流域内に

おける雨量分布の実況と６時間先までの予測（解析雨量及

び降水短時間予報等）を用いて常時 10 分ごとに更新して

いる。
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89

2

5

下 4

（８）早期注意情報（警報級の可能性）

（略）大雨に関して，［高］又は［中］が予想され

ている場合は，（略）

（９）土砂災害警戒情報

気象業務法及び災害対策基本法並びに土砂災害防

止法に基づき，大雨により土砂災害発生の危険度がさ

らに高まったとき，岡山県と岡山地方気象台が厳重な

警戒を呼びかける必要性を協議のうえ，共同で発表す

るものである。避難が必要とされる警戒レベル４に相

当。なお，この土砂災害警戒情報の発表単位は市町村

単位である。

岡山地方気象台から発表される注意報・警報・特別警報の

基準（笠岡市）

１ 気象注意報の種類及び発表基準

気象現象が原因で災害が起こるおそれがあると予想

（８）早期注意情報（警報級の可能性）

（略）大雨，高潮に関して［高］又は［中］が予想

されている場合は，（略）

（９）土砂災害警戒情報

大雨警報（土砂災害）の発表後，命に危険を及ぼす

土砂災害がいつ発生してもおかしくない状況となっ

たときに，市町村長の避難指示の発令判断や住民の自

主避難の判断を支援するため，対象となる市町村を特

定して警戒が呼びかけられる情報で，岡山県と岡山地

方気象台から共同で発表される。市町村内で危険度が

高まっている詳細な領域は土砂キキクル（大雨警報

（土砂災害）の危険度分布）で確認することができる。

危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４

に相当。

岡山地方気象台から発表される注意報・警報・特別警報の

基準（笠岡市）

１ 気象注意報の種類及び発表基準

大雨，洪水，大雪，強風，風雪，波浪，高潮等により，

岡山地方

気象台か

らの修正

意見
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下 2

されるとき，岡山地方気象台が注意を呼びかけるために

発表するものである。

（略）高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に

相当。

災害が発生するおそれがあるときに，岡山地方気象台が

その旨を注意して行う予報である。

（略）高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされ

る警戒レベル３に相当。

90 表中

風雪注意報

概要３行目

「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障

害等による災害」のおそれについても注意を呼びかける。

風雪注意報

概要３行目

「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程

障害等による災害」のおそれについても注意が呼びかけら

れる。

岡山地方

気象台か

らの修正

意見

90 表中

高潮注意報

概要

台風や低気圧等による海面の異常な上昇により災害が発

生するおそれがあると予想されたときに発表される。

高潮注意報

概要

台風や低気圧等による海面の異常な上昇が予想された

ときに注意を喚起するために発表される。

90 表中

乾燥注意報

概要３行目

具体的には火災の危険が大きい気象条件を予想した場合

に発表される。

乾燥注意報

概要３行目

具体的には，火災の危険が大きい気象条件が予想された

ときに発表される。
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90 表中

着雪注意報

概要３行目

具体的には通信線や送電線，船体等への被害が起こるおそ

れのあるときに発表される。

着雪注意報

概要３行目

具体的には，通信線や送電線，船体等への被害が発生す

るおそれがあるときに発表される。

91 表中

霜注意報

概要３行目

具体的には 4 月以降の晩霜で農作物への被害が起こるお

それのあるときに発表される。

霜注意報

概要３行目

具体的には，4 月以降の晩霜により農作物への被害が発生

するおそれがあるときに発表される。

岡山地方

気象台か

らの修正

意見

91 表中

低温注意報

概要３行目

具体的には低温のために農作物等に著しい被害が発生し

たり，冬季の水道管凍結や破裂による著しい被害の起こるお

それがあるときに発表される。

低温注意報

概要３行目

具体的には，低温による農作物等への著しい被害や，冬季

の水道管凍結や破裂による著しい被害が発生するおそれが

あるときに発表される。

91 表中

着氷注意報

概要３行目

具体的には，通信線や送電線，船体等への被害が起こるお

それのあるときに発表される。

着氷注意報

概要３行目

具体的には，通信線や送電線，船体等への被害が発生する

おそれがあるときに発表される。
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91 表中

融雪注意報

概要３行目

具体的には，浸水，土砂災害等の災害が発生するおそれが

あるときに発表される。

融雪注意報

概要３行目

具体的には，浸水害，土砂災害等の災害が発生するおそれ

があるときに発表される。

岡山地方

気象台か

らの修正

意見

91 20

２ 気象警報の種類及び発表基準

気象現象が原因で重大な災害が起こるおそれがある

と予想されるとき，岡山地方気象台が警戒を呼びかける

ために発表するものである。高潮警報は避難が必要とさ

れる警戒レベル４に相当。大雨警報（土砂災害）及び洪

水警報は，高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３

に相当。

２ 気象警報の種類及び発表基準

大雨，洪水，大雪，暴風，暴風雪，波浪，高潮により，

重大な災害が発生するおそれがあるときに，岡山地方気

象台がその旨を警告して行う予報である。高潮警報は危

険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相

当。大雨警報（土砂災害）及び洪水警報は，高齢者等は

危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル３に

相当。

91 表中

洪水警報

概要２行目

対象となる重大な災害として，河川の増水や氾濫，堤防

の損傷や決壊による重大な災害が上げられる。

洪水警報

概要２行目

河川の増水や氾濫，堤防の損傷や決壊による重大な災害

が対象としてあげられる。
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92 表中

暴風雪警報

概要２行目

「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うことによ

る視程障害などによる重大な災害」のおそれについても警

戒を呼びかける。

暴風雪警報

概要２行目

「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うことによ

る視程障害等による重大な災害」のおそれについても警戒

が呼びかけられる。

岡山地方

気象台か

らの修正

意見

93 下 4

３ 気象等に関する特別警報の発表基準

気象現象が原因で，重大な災害が起こるおそれが著し

く大きいと予想されるとき，岡山地方気象台が最大級の

警戒を呼びかけるために発表するものである。大雨特別

警報は災害がすでに発生している状況であり，命を守る

ための最善の行動をとる必要があることを示す警戒レ

ベル５に相当。高潮特別警報は避難が必要とされる警戒

レベル４に相当。

３ 気象等に関する特別警報の発表基準

大雨，大雪，暴風，暴風雪，波浪，高潮が特に異常で

あるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きい

ときに，岡山地方気象台がその旨を警告して行う予報で

ある。大雨特別警報は災害が発生又は切迫している状況

であり，命の危険が迫っているため直ちに身の安全を確

保する必要があることを示す警戒レベル５に相当。高潮

特別警報は危険な場所からの避難が必要とされる警戒

レベル４に相当。

94 表中

大雨

基準 1 行目

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨

が予想される場合

大雨

基準 1 行目

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨

が予想される場合
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（参考）雨に関する笠岡市の 50 年に一度の値

◆気象庁ホームページに市町村毎で掲載

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tokubetsu-kei

ho/sanko/1-50ame.pdf

※（参考）以下は削除

岡山地方

気象台か

らの修正

意見

94 表中

（表に新設） ※「暴風」の次に新設

高潮

基準１行目

数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により

高潮になると予想される場合

94 表中

（表に新設） ※「高潮」の次に新設

波浪

基準１行目

数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により

高波になると予想される場合
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94 12

（注）発表に当たっては，降水量，積雪量，台風の中心

気圧，最大風速などについて過去の災害事例に照らして算

出した実感的な指標を設け，これらの実況及び予想に基づ

いて判断する。

発表に当たっては，指数（土壌雨量指数，表面雨量指数，

流域雨量指数），積雪量，台風の中心気圧，最大風速など

について過去の災害事例に照らして算出した客観的な指

標を設け，これらの実況及び予想に基づいて判断する。

岡山地方

気象台か

らの修正

意見

95 図中

第２項 伝達系統及び実施方法

２ 対策

（１）伝達系統

イ 火災の警報等

（イ）土砂災害警戒情報

第２項 伝達系統及び実施方法

２ 対策

（１）伝達系統

イ 火災の警報等

（イ）土砂災害警戒情報

（図）内の玉野海上保安部（警備救難課）を削除

99 7

第３項 災害情報通報計画

２ 対策

（２）関係機関への連絡

ウ 県は，要救助者の迅速な把握による救助活動の効

率化・円滑化のために必要と認めるときは，市町村

等と連携の上，安否不明者の氏名等を公表し，その

安否情報を収集・精査することにより，速やかな安

否不明者の絞り込みに努める。

第３項 災害情報通報計画

２ 対策

（２）関係機関への連絡

ウ 県は，救助活動の効率化・円滑化のために必要と

認めるときは，「災害発生時における死者等の氏名等

の公表方針」に基づき，市等と連携の上，安否不明

者，行方不明者及び死者の氏名等を公表し，その安

否情報を収集・精査することにより，速やかな要救

県防災計

画に整合

公表方針

を明記
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中国電力ﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社

倉敷ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ

市本部

（事務局）

危機管理課

中国電力ﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社

倉敷ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ

中国電力ﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社 市本部

（事務局）

危機管理課岡山統括ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ

助者の絞り込みに努める。

102 図中

サ 報告の系統

（イ）人的被害，住家被害等

「保健福祉課」

サ 報告の系統

（イ）人的被害，住家被害等

「保健医療課」

県防災計

画に整合

108 図中

（シ）電力施設被害 （シ）電力施設被害 中国電力ﾈ

ｯﾄﾜｰｸ株式

会社倉敷ﾈ

ｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ

からの修

正意見

防災体制

発令中は

岡山統括

ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀ

ｰの広報班

が対応

108 図中
（セ）水道施設被害

「保健福祉課」

（セ）水道施設被害

「保健医療課」

県防災計

画に整合
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130 表中

第５節 消防計画

第１項 組織計画

２ 対策

（２）消防組織

笠岡市消防団

（令和４年 10 月 31 日）

第５節 消防計画

第１項 組織計画

２ 対策

（２）消防組織

笠岡市消防団

（令和５年 10 月 31 日）

時点修正

分団名 部数 実員 分団名 部数 実員

本部

団長

副団長

女性団員

1

3

21

吉田 2 48

新山 1 41

北川 1 66

神内 3 76

笠岡 5 80 大島 4 83

今井 1 57 神外 3 58

金浦 3 62 白石島 2 47

城見 3 53 北木島 3 59

陶山 1 48 真鍋島 3 37

大井 3 73 計 38 913

分団名 部数 実員 分団名 部数 実員

本部

団長

副団長

女性団員

1

3

19

吉田 2 48

新山 1 40

北川 1 65

神内 3 77

笠岡 5 78 大島 4 82

今井 1 58 神外 3 55

金浦 3 60 白石島 2 47

城見 3 54 北木島 3 57

陶山 1 48 真鍋島 3 41

大井 3 72 計 38 905
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139 17

第６節 避難計画

２ 対策

（１）避難の指示等及び報告・通知

キ 避難情報の判断・伝達マニュアルの整備

（洪水に関する事項）

（略）洪水警報の危険度分布等により

第６節 避難計画

２ 対策

（１）避難の指示等及び報告・通知

キ 避難情報の判断・伝達マニュアルの整備

（洪水に関する事項）

（略）洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）等により

岡山地方

気象台か

らの修正

意見

141 14

（３）避難誘導及び移送

ウ 避難の受入れ及び情報提供

（略）県及び保健所設置市は，新型コロナウイルス感染

症を含む感染症の自宅療養者等を宿泊療養施設や自宅

療養者専用の避難所等へ移送し避難させる。

（３）避難誘導及び移送

ウ 避難の受入れ及び情報提供

（略）（削除）

「新型コ

ロナウィ

ルス感染

症の５類

移行」を踏

まえた修

正

142 下 8

（５）指定避難所の設置

ア 指定避難所等の指定

（略）市は，指定避難所内の一般避難スペースでは

生活することが困難な障がいのある人，医療ケアを

必要とする者等の要配慮者のため，必要に応じて福

祉避難所を指定するよう努める。なお，福祉避難所

として要配慮者を滞在させることが想定される施

（５）指定避難所の設置

ア 指定避難所等の指定

（略）市は，指定避難所内の一般避難スペースでは

生活することが困難な障がいのある人，医療的ケア

を必要とする者等の要配慮者のため，必要に応じて

福祉避難所を指定するよう努める。なお，福祉避難

所として要配慮者を滞在させることが想定される

県からの

修正意見
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下３

設にあっては，要配慮者の円滑な利用を確保するた

めの措置が講じられており，また，災害が発生した

場合において要配慮者が相談等の支援を受けるこ

とができる体制が整備され，主として要配慮者を滞

在させるために必要な居室が可能な限り確保され

るものを指定する。特に，医療的ケアを必要とする

者に対しては，人工呼吸器や吸引器等の医療機器の

電源の確保等の必要な配慮をするよう努める。（略）

施設にあっては，要配慮者の円滑な利用を確保する

ための措置が講じられており，また，災害が発生し

た場合において要配慮者が相談等の支援を受ける

ことができる体制が整備され，主として要配慮者を

滞在させるために必要な居室が可能な限り確保さ

れるものを指定する。特に，要配慮者に対しては，

円滑な情報伝達ができるよう，多様な情報伝達手段

の確保に努めるとともに，医療的ケアを必要とする

者に対しては，人工呼吸器や吸引器等の医療機器の

電源の確保等の必要な配慮をするよう努める。（略）

県防災計

画に整合

144 5

イ 指定避難所の施設設備の整備

市は，指定避難所において貯水槽，井戸，仮設ト

イレ，マンホールトイレ，マット，非常用電源，衛星

通信等の通信機器のほか，空調，洋式トイレ，シャワ

ー等の入浴設備など，要配慮者にも配慮した施設・設

備の整備に努めるとともに，避難者による災害情報の

入手に資するテレビ，ラジオ等の機器の整備を図る。

（略）

イ 指定避難所の施設設備の整備

市は，指定避難所において貯水槽，井戸，仮設ト

イレ，マンホールトイレ，マット，非常用電源，ガス

設備，衛星通信等の通信機器のほか，空調，洋式トイ

レ，シャワー等の入浴設備など，要配慮者にも配慮し

た施設・設備の整備に努めるとともに，避難者による

災害情報の入手に資するテレビ，ラジオ等の機器の整

備を図る。（略）

県防災計

画に整合
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146 下 4

（６）避難所の運営管理

キ（略）また，市は，指定避難所の運営に関し，役割

分担を明確化し，避難者に過度の負担がかからない

よう配慮しつつ，避難者が相互に助け合う自治的な

組織が主体的に関与する運営に早期に移行できる

よう，その立上げを支援する。

（６）避難所の運営管理

キ（略）また，市は，指定避難所の運営に関し，役割

分担を明確化し，避難者に過度の負担がかからない

よう配慮しつつ，避難者が相互に助け合う自治的な

組織が主体的に関与する運営に早期に移行できる

よう，その立上げを支援する。この際，避難生活支

援に関する知見やノウハウを有する地域の人材に

対して協力を求めるなど，地域全体で避難者を支え

ることができるよう留意する。

県防災計

画に整合

147 9

ク（略）

市及び各指定避難所の運営者は，指定避難所の良

好な生活環境の継続的な確保のために，専門家，Ｎ

ＰＯ・ボランティア等との定期的な情報交換に努め

る。

ク（略）

市及び各指定避難所の運営者は，指定避難所の良

好な生活環境の継続的な確保のために，専門家，Ｎ

ＰＯ・ボランティア等との定期的な情報交換や，避

難生活支援に関する知見やノウハウを有する地域

の人材の確保・育成に努める。

県防災計

画に整合

151
2

第７節 罹災者救助保護計画

第１項 災害救助法の適用

２ 対策

（１）災害救助法の適用基準

第７節 罹災者救助保護計画

第１項 災害救助法の適用・運用

２ 対策

（１）災害救助法の適用基準

県の修正

意見

表現の適

正化
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下 1

ア 適用基準

（新設）

ア 適用基準

（カ）災害が発生するおそれがある場合において，

災害対策基本法第 23 条の３第１項に規定する

特定災害対策本部，同法第 24 条第１項に規定

する非常災害対策本部又は同法第 28 条の２第

１項に規定する緊急災害対策本部が設置され，

同法第 23 条の３第２項（同法第 24 条第２項又

は第 28 条の２第２項において準用する場合を

含む。）の規定により当該本部の所管区域が告

示され，当該所管区域内の市町村の区域内にお

いて当該災害により被害を受けるおそれがあ

るとき。

「災害救

助法」の改

正
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155 下 8

第２項 食料供給計画

２ 対策

（２）実施方法

ウ 物資の確保

（ウ）市は（ア）又は（イ）による方法で米穀を確保する

ことが困難な場合で，災害救助法が発動された場合は，「米

穀の買入れ・販売等に関する基本要領（平成 21 年５月 29

日付 21 総食第 113 号総合食料局長通知）」に基づき，農林

水産省農政局長に要請し，災害救助用米穀の緊急引き渡し

を受けることができる。

第２項 食料供給計画

２ 対策

（２）実施方法

ウ 物資の確保

（ウ）市は（ア）又は（イ）による方法で米穀を確保する

ことが困難な場合で，災害救助法が発動された場合は，「米

穀の買入れ・販売等に関する基本要領（平成 21 年５月 29

日付 21 総食第 113 号総合食料局長通知）」に基づき，農林

水産省農産局長に要請し，災害救助用米穀の緊急引き渡し

を受けることができる。

中国四国

農政局か

らの修正

意見

156 下 10

（３）災害救助法の実施基準

エ 費用の範囲

（ア）主食費

② 知事が農林水産省農政局長に要請し，災害救助用米

穀の緊急引渡しを受け配分した場合の主食（売却価

格）

（３）災害救助法の実施基準

エ 費用の範囲

（ア）主食費

② 知事が農林水産省農産局長に要請し，災害救助用米

穀の緊急引渡しを受け配分した場合の主食（売却価

格）
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160

7

下 2

第５項 応急住宅計画

２ 対策

（１）実施責任者

市は，災害により住家を失い，又は破損のため居住

することができなくなった世帯に対する住宅の仮設

あるいは応急修理等を実施する。ただし，知事が災害

救助法を適用した場合は，県本部（保健福祉班）が実

施する。

（２）災害救助法による実施基準

ア 応急仮設住宅

（エ）費用の基準

（略） 6,285,000 円以内とする。

第５項 応急住宅計画

２ 対策

（１）実施責任者

市は，災害により住家を失い，又は破損のため居住

することができなくなった世帯に対する住宅の仮設

あるいは雨水の侵入等により住家の被害が拡大する

おそれがある者に対して，被害の拡大防止のための応

急修理等を実施する。さらに，土石，竹木等の住家へ

の流入等により住むことが不可能となり，自力で応急

修理できない者に対して，日常生活に必要な最小限度

の部分の修理を行う。ただし，知事が災害救助法を適

用した場合は，県本部（子ども・福祉部，土木部）が

実施する。

（２）災害救助法による実施基準

ア 応急仮設住宅

（エ）費用の基準

（略）6,775,000 円以内とする。

県からの

修正意見

「災害救

助法によ

る救助の

程度、方法

及び期間

並びに実

費弁償の

161 17

イ 災害にかかった住宅の応急修理

（イ）応急修理の規模

（略） 655,000 円以内とする。

イ 災害にかかった住宅の応急修理

（イ）応急修理の規模

（略）706,000 円以内とする。
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162 4

第６項 障害物除去計画

１ 基本方針

災害によって土石，竹木等の障害物が住家等に運び込ま

れ，日常生活を営むのに支障をきたしている者に対し，こ

れを除去することにより，被災者の日常生活を確保する。

第６項 障害物除去計画

１ 基本方針

災害によって土石，竹木等の障害物が住家等に運び込ま

れ，日常生活を営むのに支障をきたしている者に対し，日

常生活に必要な最小限度の部分の障害物を除去すること

により，被災者の日常生活を確保する。

基準」の一

部変更を

踏まえた

修正

163 下 8

第７項 清掃計画

２ 対策

（２）実施責任者

（略）ただし，市のみでは実施できないときは，県

本部（生活衛生班，循環型社会推進班）又は隣接市

町に応援又は協力を要請して行う。

第７項 清掃計画

２ 対策

（２）実施責任者

（略）ただし，市のみでは実施できないときは，県

本部（生活衛生班，循環型社会推進班）又は隣接市

町や民間事業者に応援又は協力を要請して行う。
県防災計

画に整合

164 下 4

第８項 医療，助産計画

２ 対策

（１）実施責任者

（略）

なお，知事が災害救助法を適用した場合は，市は県

本部（保健福祉班）の補助執行機関としてこれを行う。

第８項 医療，助産計画

２ 対策

（１）実施責任者

（略）

なお，知事が災害救助法を適用した場合は，市は県

本部（福祉企画班）の補助執行機関としてこれを行う。
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165 下 11

（３）実施の方法

エ 災害救助法が適用されたときの取扱い

市長は，医療救助等の実施方法について，県本部（保

健福祉班）に協議のうえ行うものとする。

（３）実施の方法

エ 災害救助法が適用されたときの取扱い

市長は，医療救助等の実施方法について，県本部（福

祉企画班）に協議のうえ行うものとする。

県防災計

画に整合

166
下 7

下 5

（４）災害救助法による実施基準

エ 費用の基準

（ウ）費用の請求

① 救護班の費用の請求

「救護，又は医療班に要した経費請求書」により

県地方本部，保健所を経由して，県本部（保健福

祉班）へ提出する。

② 医療機関の費用の請求（助産を含む。）

医療券により福祉事務所へ提出する。提出された

医療券は県本部（保健福祉班）へ一括請求する。

（４）災害救助法による実施基準

エ 費用の基準

（ウ）費用の請求

① 救護班の費用の請求

「救護，又は医療班に要した経費請求書」により

県地方本部，保健所を経由して，県本部（福祉企

画班）へ提出する。

② 医療機関の費用の請求（助産を含む。）

医療券により福祉事務所へ提出する。提出された

医療券は県本部（福祉企画班）へ一括請求する。

171 下 1

第 11 項 防疫計画

２ 対策

（１）実施機関

市は，生活環境の悪化した被災地において，罹災者

の疫病を未然に防止するため，迅速，かつ，強力に防

疫措置を実施し，感染症の流行を防止する。ただし，

第 11 項 防疫計画

２ 対策

（１）実施機関

市は，生活環境の悪化した被災地において，罹災者の

疫病を未然に防止するため，迅速，かつ，強力に防疫措

置を実施し，感染症の流行を防止する。ただし，著しく
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著しく激甚な災害のため，市において，十分防疫活動

ができない場合は，県本部（保健福祉班）に要請する。

激甚な災害のため，市において，十分防疫活動ができな

い場合は，県本部（保健医療部）に要請する。

県防災計

画に整合

182

14

下 2

第９節 文教対策

第２項 教材，学用品等の支給

２ 対策

（３）災害救助法による実施基準

ウ 学用品の調達，割り当て，配分手続き

（イ）割り当て

県本部（保健福祉班）から学用品支給基準の通

知を受けたときは，速やかに各児童，生徒の学用

品割当台帳に割り当てる。

（５）支給期間

ただし，期間内に支給することが困難なときは，県

本部保健福祉班に期間の延長を要請する。

第９節 文教対策

第２項 教材，学用品等の支給

２ 対策

（３）災害救助法による実施基準

ウ 学用品の調達，割り当て，配分手続き

（イ）割り当て

県本部（子ども・福祉部）から学用品支給基準

の通知を受けたときは，速やかに各児童，生徒の

学用品割当台帳に割り当てる。

（５）支給期間

ただし，期間内に支給することが困難なときは，県

本部（子ども・福祉部）に期間の延長を要請する。
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196 15

第 14節 雪害対策

２ 対策

（１）雪崩災害の防止活動

ア 市は，家屋倒壊による被害を防止するため，住

民に対し，屋根の雪下ろしを督励する。また，こ

の場合，雪下ろし中の転落事故や屋根雪の落下等

による人身事故を防止するように呼びかける。

第 14 節 雪害対策

２ 対策

（１）雪崩災害の防止活動

ア 市は，家屋倒壊による被害を防止するため，住

民に対し，屋根の雪下ろしを督励する。また，県

及び市は,雪下ろし中の転落事故や屋根雪の落下

等による人身事故を防止するように呼びかける

とともに，道路や屋根雪等の除排雪中の事故の発

生を防止する等のための克雪に関する技術の開

発及び普及を図るよう，適切な配慮をする。

県防災計

画に整合

205

7

第 18節 ボランティアの受入，活動支援計画

１ 基本方針

（略）ボランティアの受入れに際して，老人介護や外国

人との会話力等のボランティアの技能等が効果的に生か

されるよう配慮するとともに，必要に応じてボランティア

の活動拠点を提供するなど，ボランティアの活動の円滑な

実施が図られるよう支援に努める。

県及び市は，社会福祉協議会，地元や外部から被災地入

第 18 節 ボランティアの受入，活動支援計画

１ 基本方針

（略）ボランティアの受入れに際して，ボランティアの

技能等が効果的に生かされるよう配慮するとともに，必要

に応じてボランティアの活動拠点を提供するなど，ボラン

ティアの活動の円滑な実施が図られるよう支援に努める。

県及び市は，社会福祉協議会，地元や外部から被災地入

県防災計

画に整合
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11

12

13

15

りしているＮＰＯ等との連携を図るとともに，中間支援組

織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整を行う

組織）を含めた連携体制の構築を図り，情報を共有する場

を設置するなどし，被災者のニーズや支援活動の全体像を

把握する。また，災害の状況及びボランティアの活動予定

を踏まえ，片付けごみなどの収集運搬を行うよう努める。

これらの取組により，連携のとれた支援活動を展開するよ

う努めるとともに，ボランティアの生活環境について配慮

する。

りしているＮＰＯ等との連携を図るとともに，災害中間支

援組織を含めた連携体制の構築を図り，災害の状況やボラ

ンティアの活動状況等に関する最新の情報を共有する場

を設置するなどし，被災者のニーズや支援活動の全体像を

関係者と積極的に共有する。また，災害の状況及びボラン

ティアの活動予定を踏まえ，片付けごみなどの収集運搬を

行うよう努める。これらの取組により，連携のとれた支援

活動を展開するよう努めるとともに，ボランティアの活動

環境について配慮する。

205 下 10

２ 対策

［県］

県本部に総合ボランティア班を設け，日本赤十字社岡

山県支部，岡山県社会福祉協議会，市及び市社会福祉協

議会と連携を保ちながら生活支援，医療等の各分野ごと

のボランティアを所管する組織を統轄し，連絡調整を行

うとともに，当該班に申出があったボランティアを分野

ごとのボランティアを所管する組織に振り分ける。

２ 対策

［県］

県本部に総合ボランティア班を設け，日本赤十字社岡

山県支部，岡山県社会福祉協議会，市，市社会福祉協議

会及び災害中間支援組織と連携を保ちながら生活支援，

医療等の各分野ごとのボランティアを所管する組織を

統轄し，連絡調整を行うとともに，当該班に申出があっ

たボランティアを分野ごとのボランティアを所管する

組織に振り分ける。

県防災計

画に整合
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206 下 6

（新設） ［災害中間支援組織の措置］

災害中間支援組織は，県，市，社会福祉協議会，ＮＰＯ

等と連携・情報共有を図りながら，県外からの支援団体や

専門性を有するＮＰＯ・ボランティア等，多様な民間団体

の活動支援や活動調整を行うとともに，災害ボランティア

センター等でのボランティアコーディネート支援などを

行う。

210 8

10

第４章 災害復旧・復興計画

第２節 被災者等の生活再建等の支援

２ 対策

（略）

（２）被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建

に取り組むことができるよう，見守り・相談の機会や被災

者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに，被

災者が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に

努める。

第４章 災害復旧・復興計画

第２節 被災者等の生活再建等の支援

２ 対策

（略）

（２）被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建

に取り組むことができるよう，災害ケースマネジメントの

実施等により，見守り・相談の機会や被災者台帳等を活用

したきめ細やかな支援を行うとともに，被災者が容易に支

援制度を知ることができる環境の整備に努める。また，被

災者支援業務の迅速化・効率化のため，被災者台帳の作成

にデジタル技術を活用するよう積極的に検討する。

県防災計

画に整合


